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③ トマト青枯病・トマト萎凋病に対する Paecilomyces 製剤の

利用

―　15　―



16

１）Paecilomyces 製剤について

Paecilomyces 製剤は、1990 年代前半に昆虫病原性糸状菌として国内の土壌から分離さ

れた Paecilomyces tenuipes T1 株を有効成分とした微生物殺虫剤です。T1 株は優れた殺

虫活性および殺虫スペクトラムを持つことから、住友化学（株）が難防除害虫のコナジラ

ミ類を標的に本菌株を有効成分とする製剤を開発し、現在「ゴッツ A」という商品名で販

売されています 6)。

２）植物体への処理法

Paecilomyces 製剤の苗への処理は、次の手順で行うのが効果的です。

３）圃場での防除効果の検討

トマト青枯病

Paecilomyces 製剤の処理によるトマト青枯病に対する防除効果を圃場で検討した事例を

紹介します。圃場試験例の概要は以下の通りです。

（試験例 1：抑制栽培）

・鉢上げしたトマト苗に対し、定植 5 日前に Paecilomyces 製剤 500 倍希釈液をポットサイズの 1/12 量

分を灌注する（例：直径 9cm ポット［360 ml 容量］の場合は 30ml 灌注）。

・苗の圃場への定植後は、その効果の持続を期待するために、同上希釈液を株あたり 100ml 灌注する。

（岐阜大学）

・試験場所、作型：兵庫県立農林水産技術総合センター内ビニルハウス（黄色土壌）、抑制栽培

・供試品種：桃太郎 8

・区制：3 汚染程度（高汚染・中汚染・低汚染）の各圃場区を設定。1 区（2.0 ㎡）9 株（畝幅 120cm×

株間 30cm、2 条植）、3 反復

・耕種概要：7 月に培土（スミソイル）を充填したセルトレイに播種。約 14 日間育苗後に 9cm ポッ

トに鉢上げし、約 30 日後に圃場に定植する。

・Paecilomyces 製剤の処理：上記２）に準じて定植前および定植後 2 週間毎に処理する。

・発病調査：初発より 1 週間おきに発病程度（発病度または発病株率）を調査、発病度は次式によ

り算出。 発病度＝｛（Σ程度別発病株数）×指数÷（調査株数×４）｝×100

発病程度別基準：0, 発病無し；1, 株の 1/3 未満の葉にしおれ；2, 株の 1/3～2/3 の葉にしおれ

3, 株の 2/3 以上の葉にしおれ；4, 枯死

（兵庫県立農林水産技術総合センター）
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試験の結果、Paecilomyces 製剤の処理によって、無処理区と比べて、中～多程度の発病

条件下において、防除価 88(2012 年)、57(2013 年)の防除効果が見られました（図１９、

２０）。

（試験例２：夏秋栽培）

・試験場所、作型：山形県農業総合研究センター園芸試験場内ビニルハウス（細粒褐色低地土）、夏

秋栽培

・供試品種：りんか 409

・区制：2 汚染程度（中発生・少発生）の各圃場区を設定。1 区（2.2 ㎡）8 株（畝幅 130cm×株間

40cm、2 条植）、2 反復

・耕種概要：2013 年 4 月 5 日に培土（ニッピ園芸培土）を充填したセルトレイに播種、19 日間育成

後に 9cm ポットに鉢上げし、30 日後に圃場に定植する。

・Paecilomyces 製剤の処理：上記２）に準じて定植前および定植後 2 週間毎に処理する。

・発病調査：（社）日本植物防疫協会の新農薬実用化試験調査基準に準じて、地上部の葉の萎凋程度

等により評価。

（山形県農業総合研究センター園芸試験場）
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図１９．圃場における Paecilomyces 製剤の処理による青枯病発病抑制効果

（兵庫県立農林水産技術総合センター）

図２０．圃場における発病状況 左側：Paecilomyces 製剤処理区；右側：無処理区

（兵庫県立農林水産技術総合センター）
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試験の結果、対照試験区のトマトの発病度が、それぞれ 84、94 の多発生、甚発生条件

下となりましたが、Paecilomyces 製剤の定植前と定植後 2 週間毎の灌注処理により、防除

価 63、47 の防除効果が見られました（図２１、２２）。

トマト萎凋病

Paecilomyces 製剤の処理によるトマト萎凋病に対する防除効果を圃場で検討した事例を

紹介します。圃場試験例の概要は次ページの通りです。

試験の結果、定植 53 および 81 日後の無処理区の発病度が 15、31 の発生条件下で、

Paecilomyces 製剤の定植前と定植後の灌注処理により、それぞれ防除価 71、43 の防除効果

が見られました（図２３）。
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図２１．圃場における Paecilomyces 製剤の処理による青枯病発病抑制効果

（山形県農業総合研究センター園芸試験場）

甚発生圃場 多発生圃場

図２２．試験圃場における発病状況

手前側：Paecilomyces 製剤処理区

奥側 ：無処理区（枯死状態）

（山形県農業総合研究センター園芸試験場）
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４）防除効果が期待できる使用場面

トマト青枯病

Paecilomyces 製剤の苗への処理によるトマト青枯病防除効果は、圃場の発病程度によっ

て異なる傾向があります。試験圃場における青枯病の発病程度（発病度）と Paecilomyces

製剤の処理効果（防除価）との関係を見ると、試験例１では発病度 40 程度までの発病程

度と想定される圃場条件では、防除価が 60 以上となり、一定の効果が期待できます。し

かし、それ以上の発病程度と想定される圃場条件では、高い防除効果は期待できないと予

想されます（図２４）。試験例２では、発病度 60 程度までの発生程度と想定される圃場条

件では、防除価が 60 以上となり一定の効果が期待できます。しかし、それ以上の発病程度

と想定される圃場条件では、高い防除効果は期待できないと予想されます（図２４）。
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・試験場所、作型：奈良県農業総合センター内ビニルハウス（灰色低地土壌）、無加温半促成栽培

・供試品種：桃太郎８

・区制：ふすま培養 4)したトマト萎凋病菌レース 3 による発病が中程度の圃場区を設定。1 区（2.2

㎡）12 株（畝幅 120cm×株間 30cm、2 条植）、2 反復

・耕種概要：2 月上旬に培土（TM-1（タキイ種苗））を充填したセルトレイに播種。約 40 日間育成

後に 9cm ポットに鉢上げし、約 1 ヶ月後の 4 月中旬に圃場に定植する。

・Paecilomyces 製剤の処理：250 倍希釈液を定植 5 日前に 30ml、定植 9 日後に 100ml 苗の株元に灌

注処理する。

・発病調査：発病を程度別に調査し、次式により発病度を求めて防除価を算出。

発病度＝｛（Σ程度別発病株数）×指数÷（調査株数×４）｝×100

発病程度別基準：0, 発病無し；1, 株の 1/3 未満の葉にしおれ；2, 株の 1/3～2/3 の葉にしおれ

3, 株の 2/3 以上の葉にしおれ；4, 枯死

（奈良県農業総合センター）

図２３．圃場における Paecilomyces 製剤の処

理によるトマト萎凋病発病抑制効果

（奈良県農業総合センター）
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トマト萎凋病

Paecilomyces 製剤の苗への処理によるトマト萎凋病防除効果も、圃場の発病程度によっ

て異なる傾向があります。試験圃場における萎凋病の発病程度（発病株率）と Paecilomyces

製剤の処理効果（防除価）との関係を見ると、本微生物の処理効果は、発病株率が 30 程度

までの発生程度と想定される圃場条件では、防除価がおよそ 40 以上となり、一定の効果が

期待できます。しかし、それ以上の発病株率と想定される圃場条件では、高い防除効果は

期待できないと予想されます（図２５）。

5）防除効果の作用メカニズム

Paecilomyces 製剤の防除効果は、T1 株の菌体および培養上清が青枯病菌や萎凋病菌に
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y = -0.39x+90.52
R2 = 0.65

図２４．圃場試験区における青枯病の無処理区の発病度と Paecilomyces 製剤処理による防除効果（防除

価）との関係

（兵庫県立農林水産技術総合センター・山形県農業総合研究センター園芸試験場）
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図２５．圃場試験区におけるトマト萎凋病の無処

理区の発病株率と Paecilomyces製剤処理

による防除効果（防除価）との関係

（奈良県農業総合センター）
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対する抗菌活性を示さないこと（図２６）、ポット試験で菌体を茎葉散布することでも

トマト青枯病に対する発病抑制活性が見られること（図２７）、培養上清を処理したト

マトにおいて、LePR-1やLePR-4等の防御関連遺伝子の発現誘導が認められたこと（図２８）

から、防除効果の作用メカニズムとして抵抗性誘導が考えられます 6)。
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図２７．Paecilomyces tenuipes T1 株の茎葉散

布処理をしたトマト苗における青枯病

の 発病抑制効果（バーは標準誤差）

（岐阜大学）

図２６．Paecilomyces tenuipes T1 株の培養上

清のトマト青枯病菌に対する抗菌活性

（ゲンタマイシン処理した円形ろ紙では、青枯

病菌に対する生育阻止帯が周りで形成される

が、T1 株培養上清では形成されない）

（東北大学）
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図２８．Paecilomyces tenuipes T1 株の培養上清を処理したトマト苗主根部におけるサリチル酸誘導

性防御関連遺伝子（LePR-1, LePR-2）の発現状態（リアルタイム RT-PCR による解析、バー

は標準誤差）

（東北大学）
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